
平成２５年度行政監査の意見に対する措置状況 

 

「地方機関の出納事務のあり方について」 
  監査委員の意見 措置状況 

１ 地方

機関にお

ける出納

事務の適

正な執行

について 

(1) 出

納 員 の

役 割 と

責 任 に

ついて 

出納員は,県の公金支出の最終確

認者として，責任の重さを十分認識

した上で事務を執行する必要があ

る。このため出納局においては，こ

れまでも出納業務に関する研修等を

行ってきたが，以下の２（１）及び

（２）のとおり，今後さらに研修方

法や研修内容等の充実を図る必要が

ある。 

併せて地方機関の出納員において

は，知識習熟等の自己研鑽に取り組

むとともに，出納局主催の研修等に

積極的に参加することなどにより，

出納事務に関する実務能力向上に努

める必要がある。加えて出納員以外

の会計職員等についても，今後に向

けた資質育成等を図るため，各機関

における出納員研修成果の職場内の

共有化，職場内外における研修機会

の確保等に努める必要がある。 

 

【県】地方出納員については，毎年，新年度

早々に新任及び新任現任合同研修会を開催

し，県公金支出の最終確認者としての心構え

を醸成している。また，他の会計職員等につ

いても，各種研修会を実施している。今後，

さらに研修方法や内容の充実等に向け検討

を進めていく。 

(2) 出

納 員 の

事 務 引

継 に つ

いて 

地方機関における出納員の事務引

継状況については，事務引継書によ

る引継は行われているが，具体的な

事務内容については概略的な引継に

留まっており，事務引継書と関係書

類や現金，通帳等の突合・確認等を

行っていない状況も見られた。 

地方機関の出納員においては, 職

務の重要性を認識し，事務引継で不

明な点が残らないよう確認に万全を

期すとともに，現金や関係書類等と

の突合・確認など，事務引継の徹底

を図る必要がある。 

 

【県】出納員を始めとする会計職員の事務引

継については，「年度末及び出納整理期間に

おける会計事務の取扱いについて」などによ

り周知しているが，引継の際に現金や通帳等

との突合・確認等が行われないことは問題で

あるため，今後，周知徹底を図りたい。 

(3) 出

納 書 類

の決裁 

・審査等

に つ い

て 

出納書類の決裁・審査については，

執行機関側の決裁と出納機関側の審

査を同時に行っているほか，至急時

に同時決裁・審査を行っている等の

状況も見られた。しかしこのような

事務処理は本来不適切であり，ケア

レスミスが発生しやすく，結果的に

財務上の損害を与える原因になるも

のである。 

地方機関の出納員は，支出負担行

為の確認，支出命令の審査，支出の

執行等の出納機関責任者としての重

要な役割を認識し，執行機関として

の決裁終了後，執行機関とは別の視

点に立って出納機関としての審査を

行うことを徹底すべきである。 

 

【県】地方機関の内部におけるチェック体制

の構築については，日頃から複数の目でチェ

ックすることを啓発しており，地方出納員に

ついても執行機関と出納機関の役割を十分

に認識して決裁・審査するよう指導してきて

いる。今後もケアレスミスの未然防止に向け

さらに周知徹底に努めていく。 



２  出納

事務に関

する研修

等につい

て 

(1) 研

修 及 び

相 談 体

制 の 整

備 に つ

いて 

出納局では現在，地方機関の出納

員を対象にした研修，その他会計職

員を対象にした研修等を実施してい

るが，次の(2)のとおり，より実効性

のある研修内容，研修方法，研修時

期等について検討し，研修の充実を

図るべきである。 

併せて出納局では，出納員を含め

た会計職員からの相談窓口を設置

し，電話・メール等で会計事務に関

する相談に随時対応しており，地方

機関の出納員及び会計職員において

は，適正な手続きによりケアレスミ

ス等をなくすため，出納局の相談窓

口の積極的活用に努める必要があ

る。 

加えて各機関においては，担当職

員の疑問や悩みに対応するため，相

談しやすい雰囲気づくりや解決に向

けた具体的検討，日頃からの関係情

報共有化等に努めるべきである。 

 

【県】地方出納員及び他の会計職員の研修に

ついては，役割の認識や知識の習得等を図る

ため，毎年，内容や方法等を検討し，実施し

ている。今後も継続して内容等の充実に努め

ていく。また，電話での照会や相談について

は，常時窓口を開設し、相互理解に基づいた

対応をしている。今後，さらに相談しやすい

雰囲気づくりの手法等について検討してい

く。 

(2) 地

方 機 関

の 出 納

員 研 修

に つ い

て 

出納事務の適正化を図るために

は，出納員等への研修は不可欠であ

るが，現在，出納局で行っている出

納員研修は，毎年４月の新任及び現

任職員を対象とした約半日間の研修

のみである。一方，地方機関では日々

出納事務がなされており，庶務経験

が全くない出納員や会計職員も着任

後即日実務に携わらなければならな

い実情にある。 

このようなことから，職員の実務

経験に即した習熟度別研修，知事部

局・学校・警察署等の組織別研修，

合同庁舎単位での研修，次席の出納

員に対する研修等の実施とともに，

実施時期や期間についても，研修に

参加する職員の実情を踏まえて，よ

り参加しやすくするなど，研修の実

効性が上がるよう努めるべきであ

る。 

 

【県】地方出納員の研修については，毎年 4

月，新任及び新任現任合同研修会を一堂に会

し 1日で開催している。職務権限・心構え・

審査の仕方など必修事項を内容としている。

今後は，研修内容も含め組織別・習熟度別等，

より効率的な研修方法等について検討して

いく。 

(3) 「審

査 事 務

の 手 引

き」及び

「 会 計

事 務 の

手引き」

に つ い

て 

「審査事務の手引き」と「会計事

務の手引き」は，審査等の手順や会

計制度の基本的事項等を掲載してお

り，出納員及び会計職員にとって重

要なマニュアルとなっている。 

このような中で，今後さらに使い

やすいマニュアルが必要との意見が

多く見られたことから，内容のわか

りやすさに留意しながら，「出納員

業務に集約した印刷物の作成」，「間

違い事例の紹介」，「つまずきの多い

箇所の周知」，「Ｑ＆Ａの充実と項目

整理」，「わかりやすい目次の整理」

等の整備を図るべきである。 

【県】「審査事務の手引き」及び「会計事務

の手引き」については，制度の改正等を踏ま

えて適宜改訂しているところだが，今後の改

訂の際には，改善要望を踏まえながら進めて

いく。 



３  地方

機関にお

ける出納

員の配置

と内部統

制につい

て 

(1) 出

納 機 関

と し て

の 役 割

と 取 組

に つ い

て 

適正な財務会計運用のためには，

執行機関と出納機関の相互牽制作用

が重要であるが，地方機関では出納

員が両機関の機能を担っている。 

それぞれの機関の立場でチェック

機能を果たしていくことが必要であ

るが，多忙時は審査が不十分となり

ケアレスミス等の発生が懸念され

る。 

このため，地方機関の出納員が執

行機関と出納機関のそれぞれの立場

で適正に決裁・審査することが必要

であり，常に執行機関側の決裁（支

出命令）を終えた後に出納機関側の

決裁（支払審査）を行うよう，研修

等でその徹底に努めるべきである。 

また出納員の具体的な任務を確実

に認識できるよう，上述のとおり，

研修内容や手引きの充実等を図るべ

きである。 

 

【県】執行機関と出納機関がそれぞれの視点

で適正な会計事務を行うことができるよう

研修等を通して，さらに周知徹底をしてい

く。 

(2) 内

部 統 制

を 進 め

る た め

の 取 組

に つ い

て 

宮城県監査としては，これまでも

内部統制の取組を各機関に促してき

たところであり，総務部及び出納局

等において関係する取組が始まって

いることを評価するものである。 

 今後各地方機関においては，それ 

らの取組や他機関の先行例を参考に 

するとともに，出納局及び各地方機 

関主務課と一体で，各地方機関に相 

応しい内部統制の取組検討に努める 

べきである。 

加えて庁内全体の内部統制に関す

るシステムについては，今後行政改

革の取組の中で，実効あるシステム

構築が図られることを望むものであ

る。 

 

【県】内部統制の確立については，平成２５

年度に総務部及び出納局において検討に着

手したところであり，今後，さらに内部統制

の取り組みを進めていく。 

【警】新任会計課長研修会、新任会計職員研

修会、県下警察署会計課長等会議、会計職員

研修会を開催し、担当職員等の事務能力の向

上を図っている。 

前年度の監査委員事務局、指導検査室によ

る検査結果を基に指摘・指導事項が多い所

属、新任会計課長の所属に対し、現年度を対

象とした監査を実施している。 

４  その

他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 財

務・会計

シ ス テ

ム に つ

いて 

現在の財務・会計システムについ

ては，さらに使いやすいシステムに

すべきとの意見が多く確認されたこ

とから，システムを所管する出納局

等においては，「利用時間の延長」，

「処理及び接続速度のアップ」，「タ

ンキング機能の付加」，「支払等の処

理時期のお知らせ機能の付加」，「旅

費入力システムの改善」等を検討す

べきである。 

 

【県】財務総合管理システムの機能改善につ

いては，費用対効果をその都度検討し，出来

るところから対応している。今後も実現可能

なものから改善に努めていく。 

(2)地方

機 関 に

お け る

出 納 事

務 の 考

え 方 等

に つ い

て 

今回の行政監査において確認され

た地方機関の意見や要望について，

各関係部局においては真摯な対応に

努める必要がある。 

具体的には，これまで述べたよう

に，財務・会計システムの改善，研

修の充実，手引き等の充実，相談・

支援体制の充実等に積極的に取り組

【県】地方機関の意見や要望については，そ

の内容を精査した上で，改善を図っていくこ

ととする。また，出納員の任命基準について

も，必要に応じて見直していく。 



むべきである。また一部の機関で見

られた極めて多忙な職員への出納員

任命については，今後実情を踏まえ

た弾力的な対応を望むものである。 

  

 

 


